
大分県１００の指標　

４　産業
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25．事業所数（民営） －平成26年－　

都道府県
指標値

（事業所）
順位

13 東 京 都 720,169 1
27 大 阪 府 440,705 2
23 愛 知 県 332,233 3
14 神 奈 川 県 318,966 4
11 埼 玉 県 259,478 5
01 北 海 道 242,366 6
28 兵 庫 県 231,708 7
40 福 岡 県 228,345 8
12 千 葉 県 203,713 9
22 静 岡 県 181,777 10
34 広 島 県 135,196 11
26 京 都 府 124,811 12
08 茨 城 県 122,137 13
15 新 潟 県 118,598 14
20 長 野 県 111,281 15
04 宮 城 県 103,505 16
21 岐 阜 県 103,275 17
10 群 馬 県 95,040 18
09 栃 木 県 91,073 19
07 福 島 県 89,971 20
33 岡 山 県 85,510 21
24 三 重 県 82,325 22
46 鹿 児 島 県 79,577 23
43 熊 本 県 79,219 24
47 沖 縄 県 68,117 25
38 愛 媛 県 67,079 26
42 長 崎 県 64,853 27
35 山 口 県 64,842 28
17 石 川 県 63,127 29
02 青 森 県 60,866 30
03 岩 手 県 60,543 31
25 滋 賀 県 58,507 32
06 山 形 県 58,292 33
44 大 分 県 55,881 34
45 宮 崎 県 54,577 35
16 富 山 県 54,370 36
05 秋 田 県 51,156 37
29 奈 良 県 49,838 38
37 香 川 県 49,569 39
30 和 歌 山 県 49,530 40
19 山 梨 県 44,736 41
18 福 井 県 43,577 42
41 佐 賀 県 39,000 43
36 徳 島 県 38,382 44
39 高 知 県 37,607 45
32 島 根 県 36,441 46
31 鳥 取 県 27,204 47

全 国 5,779,072

○ 概　要

○ 基礎データ 　 （事業所、％）
大分県 全国 県/全国

平成24年 56,303 5,768,489 1.0
26年 55,881 5,779,072 1.0

○
○
○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

　　調査手法が異なり、平成21年以降と接続しない。
注）平成18年以前は総務省「事業所・企業統計調査」

大
分
県
の
推
移

参
　
考

摘
　
要

調査期日：平成26年7月1日　○ 調査周期：５年

　平成26年の大分県内の民営事業所数（事業内容等
不詳を含む。）は55,881事業所で、全国34位となっ
ている。平成24年経済センサス-活動調査と比べて▲
422事業所（▲0.7％）と減少している。

事業所：経済活動が行われている場所ごとの単位
で、  原則として次の条件を備えているもの。

①一定の場所（1区画）を占めて、単一の経営主体の
もとで経済活動が行われていること。

資料出所：総務省、経産省「経済センサス-基礎調査」

②従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービ
スの提供が継続的に行われていること。
事業所数には事業内容不詳の事業所を含む
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26．従業者数（民営） －平成26年－　

都道府県 指標値（人） 順位

13 東 京 都 9,185,292 1
27 大 阪 府 4,487,792 2
23 愛 知 県 3,757,267 3
14 神 奈 川 県 3,502,634 4
11 埼 玉 県 2,577,264 5
40 福 岡 県 2,237,808 6
28 兵 庫 県 2,215,370 7
01 北 海 道 2,206,038 8
12 千 葉 県 2,103,767 9
22 静 岡 県 1,739,632 10
34 広 島 県 1,296,824 11
08 茨 城 県 1,229,335 12
26 京 都 府 1,153,495 13
15 新 潟 県 1,034,596 14
04 宮 城 県 1,010,795 15
20 長 野 県 934,622 16
10 群 馬 県 898,036 17
21 岐 阜 県 883,070 18
09 栃 木 県 871,483 19
33 岡 山 県 823,920 20
24 三 重 県 806,988 21
07 福 島 県 803,372 22
43 熊 本 県 709,545 23
46 鹿 児 島 県 677,846 24
25 滋 賀 県 604,553 25
35 山 口 県 586,263 26
38 愛 媛 県 573,320 27
42 長 崎 県 559,425 28
17 石 川 県 544,250 29
47 沖 縄 県 543,072 30
03 岩 手 県 536,313 31
16 富 山 県 510,210 32
02 青 森 県 508,770 33
44 大 分 県 487,503 34
06 山 形 県 480,627 35
45 宮 崎 県 453,108 36
29 奈 良 県 442,684 37
37 香 川 県 437,572 38
05 秋 田 県 418,534 39
30 和 歌 山 県 378,487 40
18 福 井 県 376,204 41
19 山 梨 県 366,543 42
41 佐 賀 県 353,609 43
36 徳 島 県 312,289 44
32 島 根 県 292,310 45
39 高 知 県 284,802 46
31 鳥 取 県 230,465 47

全 国 57,427,704

○ 概　要

○ 基礎データ 　 （人、％）
大分県 全国 県/全国

平成24年 485,108 55,837,252 0.9
26年 487,503 57,427,704 0.8

○
○
○

○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

民営：経営主体が国、地方公共団体以外をいう。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

摘
　
要

　平成26年の大分県内の民営事業所の従業者数は
487,503人で、全国34位となっている。平成24年経済
センサス-活動調査と比べて2,395人（0.5％）増加し
ている。

注）平成18年以前は総務省「事業所・企業統計調査」
　　調査手法が異なり、平成21年以降と接続しない。

資料出所：総務省、経産省「経済センサス-基礎調査」

従業者：調査日現在、その事業所に所属して働いて
いるすべての人。他の会社などの別経営の事業所へ
派遣している人を含む。他の会社などの別経営の事
業所から派遣されているなど、その事業所から賃
金・給与を支給されていない人は含めない。

従業者数には事業内容不詳の事業所の分を含む

調査期日：平成26年7月1日　○ 調査周期：５年
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27．総農家数 －平成27年－　

都道府県 指標値（戸） 順位

20 長 野 県 104,759 1
08 茨 城 県 87,678 2
28 兵 庫 県 81,416 3
15 新 潟 県 78,453 4
07 福 島 県 75,338 5
23 愛 知 県 73,833 6
03 岩 手 県 66,099 7
11 埼 玉 県 64,178 8
46 鹿 児 島 県 63,943 9
12 千 葉 県 62,636 10
33 岡 山 県 62,592 11
22 静 岡 県 61,093 12
21 岐 阜 県 60,790 13
43 熊 本 県 58,414 14
34 広 島 県 56,673 15
09 栃 木 県 55,446 16
40 福 岡 県 52,704 17
04 宮 城 県 52,350 18
10 群 馬 県 50,084 19
05 秋 田 県 49,048 20
06 山 形 県 46,224 21
02 青 森 県 44,781 22
01 北 海 道 44,433 23
24 三 重 県 42,921 24
38 愛 媛 県 42,252 25
44 大 分 県 39,475 26
45 宮 崎 県 38,428 27
35 山 口 県 35,542 28
37 香 川 県 35,163 29
42 長 崎 県 33,802 30
32 島 根 県 33,513 31
19 山 梨 県 32,543 32
36 徳 島 県 30,767 33
26 京 都 府 30,723 34
30 和 歌 山 県 29,713 35
25 滋 賀 県 29,020 36
31 鳥 取 県 27,713 37
29 奈 良 県 25,594 38
39 高 知 県 25,345 39
14 神 奈 川 県 24,552 40
27 大 阪 府 23,983 41
16 富 山 県 23,798 42
18 福 井 県 22,872 43
41 佐 賀 県 22,033 44
17 石 川 県 21,087 45
47 沖 縄 県 20,056 46
13 東 京 都 11,222 47

全 国 2,155,082 －

○ 概　要

○ 基礎データ及び参考指標（平成27年） （戸、人、％）

大分県 全国 県/全国
　総農家数 39,475 2,155,082 1.83
　　販売農家 24,300 1,329,591 1.83
　　自給的農家 15,175 825,491 1.84
　農業就業人口 35,208 2,096,662 1.68

○ 資料出所：農林水産省「農林業センサス」
○
○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

農家：経営耕地面積が10アール以上又は調査期日前1年
間における農産物販売金額が15万円以上の規模の農業を
行う世帯。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

摘
　
要

調査期日：平成27年2月1日　○ 調査周期：5年

　平成27年の大分県の総農家数は39,475戸で、平成22年
と比べて7,148戸(15.3％)減少した。全国に占める割合
は1.83％となり、全国26位となっている。

農業就業人口：自営農業に従事した世帯員（農業従事
者）のうち、調査期日前1年間に自営農業に主として従
事した世帯員数。
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28．農業産出額 －平成26年－　

都道府県 指標値（億円） 順位

01 北 海 道 11,110 1
08 茨 城 県 4,292 2
46 鹿 児 島 県 4,263 3
12 千 葉 県 4,151 4
45 宮 崎 県 3,326 5
43 熊 本 県 3,283 6
23 愛 知 県 3,010 7
02 青 森 県 2,879 8
09 栃 木 県 2,495 9
15 新 潟 県 2,448 10
03 岩 手 県 2,352 11
10 群 馬 県 2,335 12
20 長 野 県 2,322 13
40 福 岡 県 2,170 14
22 静 岡 県 2,154 15
06 山 形 県 2,128 16
11 埼 玉 県 1,902 17
07 福 島 県 1,837 18
04 宮 城 県 1,629 19
28 兵 庫 県 1,491 20
42 長 崎 県 1,477 21
05 秋 田 県 1,473 22
44 大 分 県 1,268 23
33 岡 山 県 1,235 24
41 佐 賀 県 1,230 25
38 愛 媛 県 1,186 26
21 岐 阜 県 1,099 27
34 広 島 県 1,086 28
24 三 重 県 1,056 29
39 高 知 県 962 30
36 徳 島 県 953 31
30 和 歌 山 県 952 32
47 沖 縄 県 901 33
19 山 梨 県 797 34
14 神 奈 川 県 781 35
37 香 川 県 758 36
26 京 都 府 663 37
31 鳥 取 県 653 38
35 山 口 県 614 39
16 富 山 県 581 40
25 滋 賀 県 554 41
32 島 根 県 531 42
17 石 川 県 475 43
29 奈 良 県 402 44
18 福 井 県 400 45
27 大 阪 府 320 46
13 東 京 都 295 47

全 国 84,279

○ 概　要

○ 基礎データ及び参考指標（平成25年） （億円、％）

大分県 全国 県/全国
農業産出額 1,268 84,279 1.5
生産農業所得 415 27,965 1.5
食料自給率 48 39

○ 資料出所：農林水産省「生産農業所得統計」
○
○

○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

摘
　
要

　平成26年の大分県内の農業産出額は1,268億円で、
前年と比べて8億円(0.6％)減少した。全国に占める割
合は1.5％となり、全国23位となっている。

農業産出額：農産物数量に農家庭先販売価格を乗じた
もの。
生産農業所得：農業産出額から物的経費（減価償却費
及び間接税を含む。）を控除し、経常補助金等を加算
した額。
食料自給率は農林水産省「平成26年度都道府県別食料
自給率について」によるカロリーベース概算値。

調査期日：平成26年　　○ 調査周期：毎年
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29．林業経営体数 －平成27年－　

都道府県
指標値

（経営体）
順位

01 北 海 道 7,940 1
03 岩 手 県 4,979 2
21 岐 阜 県 4,662 3
34 広 島 県 4,487 4
45 宮 崎 県 3,230 5
44 大 分 県 3,221 6
33 岡 山 県 3,004 7
43 熊 本 県 2,754 8
20 長 野 県 2,745 9
05 秋 田 県 2,726 10
07 福 島 県 2,721 11
32 島 根 県 2,649 12
38 愛 媛 県 2,538 13
09 栃 木 県 2,204 14
39 高 知 県 2,128 15
02 青 森 県 2,059 16
35 山 口 県 2,007 17
22 静 岡 県 1,964 18
15 新 潟 県 1,931 19
40 福 岡 県 1,836 20
31 鳥 取 県 1,802 21
28 兵 庫 県 1,648 22
26 京 都 府 1,574 23
29 奈 良 県 1,400 24
04 宮 城 県 1,373 25
24 三 重 県 1,350 26
06 山 形 県 1,317 27
23 愛 知 県 1,314 28
17 石 川 県 1,300 29
41 佐 賀 県 1,289 30
08 茨 城 県 1,266 31
18 福 井 県 1,245 32
30 和 歌 山 県 1,240 33
46 鹿 児 島 県 1,050 34
36 徳 島 県 1,001 35
10 群 馬 県 880 36
25 滋 賀 県 837 37
12 千 葉 県 582 38
42 長 崎 県 559 39
16 富 山 県 473 40
19 山 梨 県 431 41
11 埼 玉 県 367 42
14 神 奈 川 県 326 43
13 東 京 都 302 44
37 香 川 県 296 45
27 大 阪 府 267 46
47 沖 縄 県 10 47

全 国 87,284

○ 概　要

○ 基礎データ （経営体、％）

大分県 全国 県/全国
平成22年 4,514 140,186 3.22
平成27年 3,221 87,284 3.69
増減率 ▲ 28.6 ▲ 37.7

○ 参考指標 （世帯、％）
大分県 全国 県/全国

林家数（22年） 23,255 906,805 2.56

○ 資料出所：農林水産省「農林業センサス」
○
○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

摘
　
要

調査期日：平成27年2月1日　○調査周期：5年

　平成27年の大分県内の林業経営体数は3,221経営体
で、平成17年と比べて1,293経営体(28.6％)減少した。
全国に占める割合は3.69％で、全国6位であった。

林家：保有山林面積が1ヘクタール以上の世帯。

林業経営体：保有山林の面積が3ヘクタール以上の規模
の林業又は委託を受けて行う育林若しくは素材生産又
は立木を購入して行う素材生産の事業を行う者。注） 林業経営体を対象とした調査は、2005年農林業センサ

スから実施されたため、それ以前のデータはない。
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30．林業産出額 －平成26年－　

都道府県
指標値
（億円）

順位

20 長 野 県 551 1
01 北 海 道 470 2
15 新 潟 県 434 3
03 岩 手 県 233 4
45 宮 崎 県 227 5
44 大 分 県 190 6
05 秋 田 県 177 7
43 熊 本 県 165 8
40 福 岡 県 124 9
36 徳 島 県 111 10
46 鹿 児 島 県 105 11
02 青 森 県 102 12
22 静 岡 県 95 13
07 福 島 県 93 14
39 高 知 県 93 15
09 栃 木 県 91 16
21 岐 阜 県 85 17
06 山 形 県 84 18
04 宮 城 県 80 19
08 茨 城 県 79 20
34 広 島 県 78 21
10 群 馬 県 72 22
38 愛 媛 県 71 23
33 岡 山 県 70 24
24 三 重 県 64 25
42 長 崎 県 61 26
32 島 根 県 57 27
29 奈 良 県 37 28
28 兵 庫 県 36 29
30 和 歌 山 県 35 30
37 香 川 県 33 31
23 愛 知 県 30 32
16 富 山 県 29 33
31 鳥 取 県 27 34
35 山 口 県 26 35
26 京 都 府 25 36
17 石 川 県 25 37
11 埼 玉 県 22 38
19 山 梨 県 17 39
12 千 葉 県 17 40
18 福 井 県 16 41
41 佐 賀 県 13 42
25 滋 賀 県 10 43
13 東 京 都 9 44
47 沖 縄 県 7 45
14 神 奈 川 県 6 46
27 大 阪 府 2 47

全 国 4,478

○ 概　要

○ 基礎データ及び参考指標（平成26年） （千万円、％）
大分県 全国 県/全国

林業産出額 1,898 44,777 4.2
　木材生産 1,207 23,401 5.2
　栽培きのこ類生産 683 20,908 3.3
生産林業所得 1,299 24,082 5.4

○ 資料出所：農林水産省「生産林業所得統計」
○ 調査期日：平成26年
○ 調査周期：毎年
○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

摘
　
要

　平成26年の県内林業産出額は1,898千万円で、前年
と比べて95千万円(3.1％)増加した。全国に占める割
合は4.2％となり、全国6位となっている。

林業産出額：各林産物の素材生産量に単価を乗じて推
計したもの。
生産林業所得：林業産出額に林家経済調査他の統計を
基礎にして得られた所得率を乗じて推計したもの。
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３１．海面漁業経営体数 －平成25年－　

都道府県 指標値（経営体） 順位

01 北 海 道 12,882 1
42 長 崎 県 7,690 2
02 青 森 県 4,501 3
24 三 重 県 4,118 4
38 愛 媛 県 4,045 5
46 鹿 児 島 県 3,807 6
35 山 口 県 3,618 7
43 熊 本 県 3,467 8
03 岩 手 県 3,365 9
28 兵 庫 県 3,168 10
40 福 岡 県 2,734 11
22 静 岡 県 2,678 12
47 沖 縄 県 2,616 13
34 広 島 県 2,538 14
12 千 葉 県 2,441 15
44 大 分 県 2,371 16
23 愛 知 県 2,348 17
04 宮 城 県 2,311 18
39 高 知 県 2,244 19
30 和 歌 山 県 2,033 20
32 島 根 県 1,929 21
41 佐 賀 県 1,871 22
15 新 潟 県 1,798 23
17 石 川 県 1,718 24
36 徳 島 県 1,599 25
37 香 川 県 1,591 26
33 岡 山 県 1,183 27
14 神 奈 川 県 1,157 28
45 宮 崎 県 1,153 29
18 福 井 県 1,012 30
26 京 都 府 814 31
05 秋 田 県 758 32
31 鳥 取 県 669 33
13 東 京 都 604 34
27 大 阪 府 589 35
08 茨 城 県 413 36
06 山 形 県 359 37
16 富 山 県 301 38
07 福 島 県 14 39
09 栃 木 県 - -
10 群 馬 県 - -
11 埼 玉 県 - -
19 山 梨 県 - -
20 長 野 県 - -
21 岐 阜 県 - -
25 滋 賀 県 - -
29 奈 良 県 - -

全 国 94,507 -

○ 概　要

○ 基礎データ（平成25年） 　 （経営体）

大分県 全国

海面漁業経営体数 2,371 94,507

○ 参考指標（平成25年） 

海面漁業就業者数 4,110 人（17位）

○ 資料出所：農林水産省「2013年漁業センサス」

○ 調査期日：平成25年11月1日

○ 調査周期：５年

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

　大分県の平成25年の海面漁業経営体数は2,371経営
体で、平成20年から612経営体減少し、全国16位と
なっている。

摘
　
要

海面漁業経営体：過去１年間に利潤または生活の資を得る
ために、生産物を販売することを目的として、海面において
水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又は事業
所。
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３２．漁業生産額 －平成26年－　

都道府県 指標値（百万円） 順位

01 北 海 道 308,524 1
42 長 崎 県 96,434 2
38 愛 媛 県 80,442 3
46 鹿 児 島 県 79,916 4
04 宮 城 県 66,778 5
22 静 岡 県 53,150 6
39 高 知 県 49,534 7
24 三 重 県 48,425 8
02 青 森 県 47,826 9
44 大 分 県 43,036 10
28 兵 庫 県 40,723 11
03 岩 手 県 35,726 12
43 熊 本 県 33,980 13
45 宮 崎 県 33,454 14
12 千 葉 県 32,447 15
34 広 島 県 26,519 16
40 福 岡 県 25,475 17
41 佐 賀 県 24,861 18
32 島 根 県 21,407 19
23 愛 知 県 21,261 20
17 石 川 県 19,955 21
31 鳥 取 県 19,025 22
47 沖 縄 県 18,691 23
37 香 川 県 18,347 24
14 神 奈 川 県 16,616 25
35 山 口 県 15,933 26
30 和 歌 山 県 15,022 27
16 富 山 県 14,447 28
36 徳 島 県 12,334 29
15 新 潟 県 11,627 30
07 福 島 県 8,628 31
33 岡 山 県 8,425 32
18 福 井 県 8,148 33
26 京 都 府 4,118 34
27 大 阪 府 3,972 35
05 秋 田 県 3,250 36
06 山 形 県 x x 
08 茨 城 県 x x 
13 東 京 都 x x 
09 栃 木 県 ― ―
10 群 馬 県 ― ―
11 埼 玉 県 ― ―
19 山 梨 県 ― ―
20 長 野 県 ― ―
21 岐 阜 県 ― ―
25 滋 賀 県 ― ―
29 奈 良 県 ― ―

全 国 1,413,380 ―

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （百万円）

大分県 全国

海面漁業生産額 14,905 969,088

海面養殖業生産額 28,131 444,292

○ 参考指標（平成26年） 
海面漁業漁獲量 41,590 ｔ（22位）
海面養殖業収穫量 24,283 ｔ（14位）

資料出所：農林水産省「漁業・養殖業生産統計年報」（平成26年）

○ 資料出所：農林水産省「漁業生産額」

○ 調査期日：平成26年

○ 調査周期：毎年

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
漁
業
生
産
額
内
訳

　大分県の平成26年の漁業生産額は43,036百万円で、
平成25年から5,761百万円増加し、全国10位となって
いる。

漁業生産額：海面漁業生産統計調査結果から得られる魚
種別生産量に（社）漁業情報サービスセンター、主要産地
の市場、関係団体等から得られる魚種別価格を乗じて推計
したもの。

参
　
考

摘
　
要
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３３．製造業の事業所数（従業者4人以上の事業所） －平成26年－　

都道府県 指標値（事業所） 順位

27 大 阪 府 17,501 1
23 愛 知 県 16,795 2
13 東 京 都 12,156 3
11 埼 玉 県 11,614 4
22 静 岡 県 9,777 5
28 兵 庫 県 8,710 6
14 神 奈 川 県 8,140 7
21 岐 阜 県 6,035 8
40 福 岡 県 5,599 9
15 新 潟 県 5,564 10
08 茨 城 県 5,485 11
01 北 海 道 5,464 12
20 長 野 県 5,193 13
12 千 葉 県 5,101 14
34 広 島 県 5,086 15
10 群 馬 県 5,064 16
26 京 都 府 4,401 17
09 栃 木 県 4,354 18
07 福 島 県 3,798 19
24 三 重 県 3,647 20
33 岡 山 県 3,476 21
17 石 川 県 2,931 22
16 富 山 県 2,812 23
25 滋 賀 県 2,774 24
04 宮 城 県 2,647 25
06 山 形 県 2,634 26
38 愛 媛 県 2,318 27
18 福 井 県 2,215 28
46 鹿 児 島 県 2,200 29
03 岩 手 県 2,130 30
43 熊 本 県 2,119 31
29 奈 良 県 2,077 32
37 香 川 県 1,999 33
05 秋 田 県 1,897 34
19 山 梨 県 1,858 35
35 山 口 県 1,838 36
30 和 歌 山 県 1,829 37
42 長 崎 県 1,794 38
44 大 分 県 1,535 39
45 宮 崎 県 1,508 40
02 青 森 県 1,449 41
41 佐 賀 県 1,407 42
36 徳 島 県 1,256 43
32 島 根 県 1,186 44
47 沖 縄 県 1,179 45
39 高 知 県 1,043 46
31 鳥 取 県 815 47

全 国 202,410 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （事業所）

大分県 全国

製造業の事業所数 1,535 202,410

○ 参考指標（平成26年） 

製造業の従事者数 65,115 人（35位）

○ 資料出所：経済産業省「工業統計調査」

○ 調査期日：平成26年12月31日

○ 調査周期：毎年

○

注）平成23年度は、経済センサス―活動調査（確報）による。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年の製造業の事業所数は1,535事業
所で、平成25年から58事業所減少し、全国39位となっ
ている。

参
　
考

摘
　
要

製造業事業所：一般的に工場、製作所、製造所あるいは加
工所などと呼ばれているような、一区画を占めて主として製
造又は加工を行っているもの。
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３４．製造品出荷額等 －平成26年－　

都道府県 指標値（百万円） 順位

23 愛 知 県 43,831,329 1
14 神 奈 川 県 17,721,051 2
27 大 阪 府 16,529,165 3
22 静 岡 県 16,050,724 4
28 兵 庫 県 14,888,356 5
12 千 葉 県 13,874,330 6
11 埼 玉 県 12,390,803 7
08 茨 城 県 11,408,497 8
24 三 重 県 10,542,710 9
34 広 島 県 9,568,452 10
40 福 岡 県 8,433,642 11
10 群 馬 県 8,363,510 12
09 栃 木 県 8,293,780 13
33 岡 山 県 8,255,666 14
13 東 京 都 8,159,351 15
25 滋 賀 県 6,813,929 16
01 北 海 道 6,672,809 17
35 山 口 県 6,519,551 18
20 長 野 県 5,454,784 19
21 岐 阜 県 5,101,178 20
07 福 島 県 5,098,999 21
26 京 都 府 4,815,155 22
15 新 潟 県 4,642,624 23
44 大 分 県 4,558,947 24
38 愛 媛 県 4,139,178 25
04 宮 城 県 3,972,171 26
16 富 山 県 3,567,223 27
30 和 歌 山 県 2,994,970 28
06 山 形 県 2,608,074 29
17 石 川 県 2,601,943 30
43 熊 本 県 2,474,035 31
37 香 川 県 2,371,385 32
03 岩 手 県 2,270,696 33
19 山 梨 県 2,133,133 34
46 鹿 児 島 県 1,912,793 35
29 奈 良 県 1,896,881 36
18 福 井 県 1,891,829 37
36 徳 島 県 1,783,863 38
41 佐 賀 県 1,735,655 39
02 青 森 県 1,595,132 40
42 長 崎 県 1,562,494 41
45 宮 崎 県 1,527,585 42
05 秋 田 県 1,214,936 43
32 島 根 県 1,056,695 44
31 鳥 取 県 680,421 45
47 沖 縄 県 633,591 46
39 高 知 県 525,966 47

全 国 305,139,989 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （百万円）

大分県 全国

製造品出荷額等 4,558,947 305,139,989

○

○ 調査期日：平成26年12月31日

○ 調査周期：毎年

○

注）平成23年は、経済センサス―活動調査（確報）による。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年の製造品出荷額等は4,558,947百
万円で、平成25年から176,160百万円増加し、全国24
位となっている。

製造品出荷額等：1年間（1～12月）における製造品出荷
額、加工賃収入額、その他収入額及び製造工程から出たく
ず及び廃物の出荷額の合計であり、消費税等内国消費税
額を含んだ額。

資料出所：経済産業省「工業統計調査」

参
　
考

摘
　
要

0 10,000,000 20,000,000 30,000,000 40,000,000 50,000,000

（百万円）

4,251 
4,411 

3,084 

4,079 4,199 4,261 4,383 

4,559 

337 336 
265 

289 285 289 292 

305 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

平19 20 21 22 23 24 25 26年

大分県 全国

県（十億円） 全国（兆円）

-38-



３５．商業の事業所数 －平成26年－　

都道府県 指標値（事業所） 順位

13 東 京 都 157,968 1
27 大 阪 府 104,838 2
23 愛 知 県 79,832 3
14 神 奈 川 県 68,821 4
40 福 岡 県 61,620 5
11 埼 玉 県 58,581 6
01 北 海 道 58,090 7
28 兵 庫 県 56,981 8
12 千 葉 県 48,366 9
22 静 岡 県 44,711 10
34 広 島 県 34,332 11
08 茨 城 県 30,491 12
26 京 都 府 30,363 13
15 新 潟 県 30,167 14
04 宮 城 県 27,452 15
20 長 野 県 25,693 16
21 岐 阜 県 24,876 17
10 群 馬 県 22,796 18
07 福 島 県 22,761 19
09 栃 木 県 22,346 20
33 岡 山 県 22,037 21
46 鹿 児 島 県 21,901 22
43 熊 本 県 21,272 23
24 三 重 県 20,413 24
42 長 崎 県 18,107 25
35 山 口 県 17,501 26
38 愛 媛 県 17,484 27
02 青 森 県 16,361 28
47 沖 縄 県 16,150 29
03 岩 手 県 15,916 30
17 石 川 県 15,563 31
06 山 形 県 14,982 32
44 大 分 県 14,525 33
16 富 山 県 14,339 34
45 宮 崎 県 14,093 35
25 滋 賀 県 13,669 36
05 秋 田 県 13,536 37
30 和 歌 山 県 13,370 38
37 香 川 県 13,074 39
29 奈 良 県 12,538 40
18 福 井 県 11,018 41
41 佐 賀 県 10,626 42
39 高 知 県 10,405 43
19 山 梨 県 10,320 44
36 徳 島 県 9,985 45
32 島 根 県 9,794 46
31 鳥 取 県 7,171 47

全 国 1,407,235

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （事業所）

大分県 全国

商業の事業所数 14,525 1,407,235

○ 参考指標（平成26年）

商業事業所従業者数 95,697 人（33位）

○

○ 調査期日：平成26年7月1日

○ 調査周期：５年

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年の商業の事業所数は14,525事業所
で、平成24年から316事業所減少し、全国33位となっ
ている。

商業事業所：有体的商品を購入して販売する事業所であっ
て、一般的に卸売業、小売業といわれる事業所。

資料出所：経済産業省「商業統計調査」（平成23年は経済
センサス－基礎調査（確報））
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３６．年間商品販売額 －平成26年－　

都道府県 指標値（百万円） 順位

13 東 京 都 167,859,560 1
27 大 阪 府 47,303,124 2
23 愛 知 県 35,673,782 3
40 福 岡 県 18,223,495 4
14 神 奈 川 県 16,933,777 5
01 北 海 道 16,455,227 6
11 埼 玉 県 14,333,482 7
28 兵 庫 県 12,107,936 8
12 千 葉 県 10,625,836 9
34 広 島 県 10,456,235 10
04 宮 城 県 10,044,140 11
22 静 岡 県 9,451,754 12
08 茨 城 県 6,248,788 13
15 新 潟 県 6,198,269 14
10 群 馬 県 6,155,549 15
26 京 都 府 5,972,895 16
20 長 野 県 4,994,846 17
33 岡 山 県 4,579,628 18
09 栃 木 県 4,565,416 19
07 福 島 県 4,198,631 20
21 岐 阜 県 4,177,811 21
46 鹿 児 島 県 3,710,568 22
43 熊 本 県 3,669,910 23
24 三 重 県 3,471,684 24
17 石 川 県 3,469,437 25
38 愛 媛 県 3,137,330 26
37 香 川 県 3,044,683 27
02 青 森 県 2,994,264 28
03 岩 手 県 2,855,776 29
42 長 崎 県 2,787,832 30
35 山 口 県 2,781,387 31
16 富 山 県 2,758,369 32
45 宮 崎 県 2,404,753 33
06 山 形 県 2,359,956 34
47 沖 縄 県 2,348,786 35
25 滋 賀 県 2,333,860 36
44 大 分 県 2,153,984 37
05 秋 田 県 2,075,476 38
18 福 井 県 1,843,056 39
29 奈 良 県 1,842,938 40
30 和 歌 山 県 1,824,230 41
19 山 梨 県 1,612,008 42
41 佐 賀 県 1,465,363 43
39 高 知 県 1,434,686 44
32 島 根 県 1,381,681 45
36 徳 島 県 1,343,338 46
31 鳥 取 県 1,162,837 47

全 国 478,828,374 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （百万円）

大分県 全国

年間商品販売額 2,153,984 478,828,374

○

○ 調査期日：平成26年7月1日

○ 調査周期：５年

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年の年間商品販売額は2,153,984百
万円で、平成23年から102,390百万円増加し、全国37
位となっている。

年間商品販売額：1年間（1～12月）の当該事業所における
有体商品の販売額をいい、消費税額を含む。

資料出所：経済産業省「商業統計調査」（平成23年は経済
センサス－基礎調査（確報））

参
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摘
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３７．ホテル・旅館施設数（人口100万人あたり） －平成26年度－　

都道府県 指標値（施設） 順位

19 山 梨 県 1,677.8 1
20 長 野 県 1,396.9 2
18 福 井 県 1,350.6 3
44 大 分 県 1,037.6 4
15 新 潟 県 990.5 5
24 三 重 県 875.1 6
22 静 岡 県 872.6 7
07 福 島 県 857.4 8
36 徳 島 県 786.6 9
06 山 形 県 781.6 10
31 鳥 取 県 761.3 11
30 和 歌 山 県 757.0 12
09 栃 木 県 738.9 13
43 熊 本 県 707.4 14
17 石 川 県 684.3 15
03 岩 手 県 669.0 16
32 島 根 県 668.6 17
46 鹿 児 島 県 655.3 18
47 沖 縄 県 651.0 19
10 群 馬 県 637.7 20
39 高 知 県 624.7 21
02 青 森 県 623.0 22
35 山 口 県 608.7 23
21 岐 阜 県 581.6 24
05 秋 田 県 578.6 25
01 北 海 道 570.4 26
42 長 崎 県 462.5 27
45 宮 崎 県 442.5 28
37 香 川 県 437.3 29
41 佐 賀 県 433.5 30
16 富 山 県 429.9 31
33 岡 山 県 395.0 32
25 滋 賀 県 367.9 33
08 茨 城 県 367.2 34
38 愛 媛 県 356.3 35
04 宮 城 県 350.5 36
26 京 都 府 348.3 37
29 奈 良 県 329.2 38
28 兵 庫 県 290.6 39
34 広 島 県 262.6 40
12 千 葉 県 222.2 41
40 福 岡 県 199.2 42
23 愛 知 県 171.3 43
14 神 奈 川 県 155.7 44
13 東 京 都 139.6 45
27 大 阪 府 127.9 46
11 埼 玉 県 99.2 47

全 国 407.4 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年度） 　 （施設）

大分県 全国

ホテル・旅館施設数 1,215 51,778

○ 資料出所：厚生労働省「衛生行政報告例」

○ 調査期日：平成27年3月31日

○ 調査周期：毎年度

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年度のホテル・旅館施設数（人口
100万人あたり）は1,037.6施設で、前年度から7.4施
設減少し、全国4位となっている。

ホテル・旅館：旅館業法第2条に規定された旅館業で、ホテ
ルは主に洋式の構造・設備を持つ施設、旅館は主に和式
の構造・設備を持つ施設。
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大分県１００の指標　
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３８．就業率 －平成27年－　

都道府県 指標値（％） 順位

18 福 井 県 59.59 1
20 長 野 県 59.05 2
16 富 山 県 58.36 3
21 岐 阜 県 58.05 4
22 静 岡 県 57.60 5
17 石 川 県 57.41 6
15 新 潟 県 57.39 7
32 島 根 県 57.32 8
06 山 形 県 57.18 9
23 愛 知 県 57.15 10
25 滋 賀 県 56.89 11
31 鳥 取 県 56.87 12
03 岩 手 県 56.84 13
19 山 梨 県 56.77 14
10 群 馬 県 56.56 15
41 佐 賀 県 56.49 16
07 福 島 県 56.29 17
09 栃 木 県 56.09 18
24 三 重 県 55.86 19
11 埼 玉 県 55.32 20
08 茨 城 県 55.29 21
33 岡 山 県 55.07 22
45 宮 崎 県 54.74 23
34 広 島 県 54.69 24
02 青 森 県 54.64 25
04 宮 城 県 54.30 26
37 香 川 県 54.23 27
46 鹿 児 島 県 53.77 28
05 秋 田 県 53.74 29
42 長 崎 県 53.52 30
43 熊 本 県 53.49 31
35 山 口 県 53.47 32
38 愛 媛 県 53.15 33
30 和 歌 山 県 53.01 34
12 千 葉 県 52.74 35
44 大 分 県 52.72 36
36 徳 島 県 52.22 37
14 神 奈 川 県 52.02 38
40 福 岡 県 51.82 39
28 兵 庫 県 51.78 40
26 京 都 府 51.19 41
39 高 知 県 50.68 42
29 奈 良 県 50.38 43
01 北 海 道 49.85 44
27 大 阪 府 48.15 45
47 沖 縄 県 48.09 46
13 東 京 都 47.88 47

全 国 53.17 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成27年） 　 （人）

大分県 全国

就業者数 531,100 58,140,600

○ 参考指標（平成22年）
女性就業率 44.63 ％（36位）

○ 資料出所：総務省「国勢調査」

○ 調査期日：平成27年10月1日

○ 調査周期：5年

○

注）就業者総数には産業分類「分類不能」を含む。

平成27年は抽出速報集計。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成27年の就業率は52.72％で、平成22年
から0.51ポイント減少し、全国36位となっている。
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３９．第1次産業就業者比率（対就業者総数） －平成27年－　

都道府県 指標値（％） 順位

02 青 森 県 12.93 1
39 高 知 県 11.59 2
03 岩 手 県 11.34 3
05 秋 田 県 10.90 4
43 熊 本 県 9.94 5
06 山 形 県 9.64 6
45 宮 崎 県 9.64 7
30 和 歌 山 県 9.63 8
46 鹿 児 島 県 9.54 9
20 長 野 県 9.43 10
41 佐 賀 県 9.10 11
36 徳 島 県 8.50 12
31 鳥 取 県 8.23 13
42 長 崎 県 8.07 14
38 愛 媛 県 7.71 15
01 北 海 道 7.59 16
32 島 根 県 7.40 17
19 山 梨 県 7.16 18
07 福 島 県 6.52 19
44 大 分 県 6.46 20
15 新 潟 県 5.85 21
09 栃 木 県 5.80 22
08 茨 城 県 5.80 23
37 香 川 県 5.76 24
10 群 馬 県 5.18 25
35 山 口 県 5.15 26
04 宮 城 県 4.80 27
47 沖 縄 県 4.74 28
33 岡 山 県 4.62 29
18 福 井 県 3.91 30
22 静 岡 県 3.86 31
21 岐 阜 県 3.52 32
24 三 重 県 3.47 33
16 富 山 県 3.47 34
34 広 島 県 3.30 35
17 石 川 県 3.07 36
12 千 葉 県 2.75 37
40 福 岡 県 2.72 38
29 奈 良 県 2.70 39
25 滋 賀 県 2.64 40
26 京 都 府 2.25 41
23 愛 知 県 2.19 42
28 兵 庫 県 2.06 43
11 埼 玉 県 1.66 44
14 神 奈 川 県 0.94 45
27 大 阪 府 0.58 46
13 東 京 都 0.48 47

全 国 3.96 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成27年） 　 （人）

大分県 全国

第1次産業就業者数 34,300 2,301,200

就業者総数 531,100 58,140,600

○ 資料出所：総務省「国勢調査」

○ 調査期日：平成27年10月1日

○ 調査周期：5年

○ 第1次産業：農業、林業、漁業

注）就業者総数には産業分類「分類不能」を含む。

平成27年は抽出速報集計。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成27年の第1次産業就業者比率（対就業
者総数）は6.46％で、平成22年から0.77ポイント減少
し、全国20位となっている。参

　
考

摘
　
要
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４０．第２次産業就業者比率（対就業者総数） －平成27年－　

都道府県 指標値（％） 順位

16 富 山 県 32.53 1
23 愛 知 県 32.35 2
21 岐 阜 県 32.10 3
25 滋 賀 県 31.91 4
22 静 岡 県 31.76 5
09 栃 木 県 31.48 6
10 群 馬 県 31.31 7
24 三 重 県 30.81 8
07 福 島 県 30.05 9
18 福 井 県 29.96 10
20 長 野 県 29.35 11
08 茨 城 県 28.18 12
06 山 形 県 28.14 13
15 新 潟 県 28.08 14
19 山 梨 県 27.86 15
17 石 川 県 26.76 16
33 岡 山 県 26.39 17
34 広 島 県 25.44 18
35 山 口 県 25.01 19
41 佐 賀 県 24.55 20
37 香 川 県 24.53 21
36 徳 島 県 24.26 22
03 岩 手 県 24.24 23
28 兵 庫 県 24.02 24
32 島 根 県 23.62 25
44 大 分 県 22.91 26
11 埼 玉 県 22.91 27
05 秋 田 県 22.90 28
38 愛 媛 県 22.69 29
30 和 歌 山 県 22.31 30
04 宮 城 県 22.28 31
29 奈 良 県 22.10 32
26 京 都 府 21.85 33
27 大 阪 府 21.75 34
43 熊 本 県 20.76 35
45 宮 崎 県 20.56 36
31 鳥 取 県 20.50 37
40 福 岡 県 19.88 38
14 神 奈 川 県 19.71 39
02 青 森 県 19.64 40
46 鹿 児 島 県 19.34 41
42 長 崎 県 19.17 42
12 千 葉 県 18.59 43
01 北 海 道 16.50 44
39 高 知 県 15.93 45
13 東 京 都 14.92 46
47 沖 縄 県 14.40 47

全 国 23.38 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成27年） 　 （人）

大分県 全国

第2次産業就業者数 121,700 13,595,200

就業者総数 531,100 58,140,600

○ 資料出所：総務省「国勢調査」

○ 調査期日：平成27年10月1日

○ 調査周期：5年

○ 第2次産業：鉱業、建設業、製造業

注）就業者総数には産業分類「分類不能」を含む。

平成27年は抽出速報集計。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成27年の第2次産業就業者比率（対就業
者総数）は22.91％で、平成22年から0.61ポイント減
少し、全国26位となっている。参

　
考

摘
　
要
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４１．第３次産業就業者比率（対就業者総数） －平成27年－　

都道府県 指標値（％） 順位

13 東 京 都 78.84 1
47 沖 縄 県 76.48 2
14 神 奈 川 県 76.05 3
12 千 葉 県 75.91 4
40 福 岡 県 74.72 5
01 北 海 道 73.77 6
27 大 阪 府 73.76 7
11 埼 玉 県 72.39 8
26 京 都 府 72.35 9
29 奈 良 県 72.26 10
42 長 崎 県 71.19 11
28 兵 庫 県 70.96 12
04 宮 城 県 70.91 13
39 高 知 県 70.16 14
46 鹿 児 島 県 70.13 15
44 大 分 県 69.53 16
34 広 島 県 68.94 17
17 石 川 県 68.78 18
45 宮 崎 県 68.67 19
35 山 口 県 68.55 20
31 鳥 取 県 68.37 21
38 愛 媛 県 67.52 22
43 熊 本 県 67.52 23
32 島 根 県 67.26 24
37 香 川 県 67.00 25
33 岡 山 県 66.63 26
30 和 歌 山 県 65.91 27
02 青 森 県 65.64 28
36 徳 島 県 65.13 29
15 新 潟 県 64.67 30
41 佐 賀 県 64.43 31
05 秋 田 県 64.43 32
18 福 井 県 64.33 33
19 山 梨 県 63.83 34
03 岩 手 県 63.37 35
08 茨 城 県 63.37 36
22 静 岡 県 63.26 37
23 愛 知 県 63.26 38
25 滋 賀 県 62.84 39
24 三 重 県 62.72 40
21 岐 阜 県 62.71 41
16 富 山 県 62.67 42
10 群 馬 県 61.60 43
09 栃 木 県 60.60 44
06 山 形 県 60.17 45
07 福 島 県 59.95 46
20 長 野 県 59.75 47

全 国 69.89 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成27年） 　 （人）

大分県 全国

第3次産業就業者数 369,300 42,244,100

就業者総数 531,100 58,140,600

○ 資料出所：総務省「国勢調査」

○ 調査期日：平成27年10月1日

○ 調査周期：5年

○

注）就業者総数には産業分類「分類不能」を含む。
平成27年は抽出速報集計。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成27年の第3次産業就業者比率（対就業
者総数）は69.53％で、平成22年から3.55ポイント増
加し、全国16位となっている。

第3次産業：電気、ガス、卸売、小売など、第1次産業・第2次
産業以外の産業。

参
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４２．有効求人倍率 －平成27年－　

都道府県 指標値（倍） 順位

13 東 京 都 1.75 1
18 福 井 県 1.59 2
23 愛 知 県 1.54 3
21 岐 阜 県 1.52 4
16 富 山 県 1.48 5
17 石 川 県 1.48 5
33 岡 山 県 1.47 7
34 広 島 県 1.47 7
07 福 島 県 1.46 9
37 香 川 県 1.40 10
04 宮 城 県 1.33 11
24 三 重 県 1.30 12
20 長 野 県 1.25 13
10 群 馬 県 1.24 14
32 島 根 県 1.24 14
38 愛 媛 県 1.22 16
06 山 形 県 1.21 17
15 新 潟 県 1.20 18
27 大 阪 府 1.20 18
35 山 口 県 1.20 18
03 岩 手 県 1.19 21
22 静 岡 県 1.17 22
36 徳 島 県 1.17 22
26 京 都 府 1.16 24
31 鳥 取 県 1.14 25
08 茨 城 県 1.13 26
40 福 岡 県 1.11 27
43 熊 本 県 1.11 27
09 栃 木 県 1.06 29
05 秋 田 県 1.05 30
25 滋 賀 県 1.05 30
30 和 歌 山 県 1.05 30
44 大 分 県 1.05 30
45 宮 崎 県 1.03 34
12 千 葉 県 1.00 35
29 奈 良 県 0.99 36
19 山 梨 県 0.98 37
28 兵 庫 県 0.98 37
42 長 崎 県 0.97 39
01 北 海 道 0.96 40
14 神 奈 川 県 0.93 41
39 高 知 県 0.93 41
41 佐 賀 県 0.93 41
02 青 森 県 0.91 44
46 鹿 児 島 県 0.87 45
11 埼 玉 県 0.85 46
47 沖 縄 県 0.84 47

全 国 1.20 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成27年） 　 （人）

大分県 全国

有効求人数 22,689 2,373,739

○ 参考指標（平成27年）
新規求人倍率 1.51 倍（35位）

○ 資料出所：厚生労働省「職業安定業務統計」

○ 調査期日：平成27年

○ 調査周期：毎年

○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成27年の有効求人倍率は1.05倍で、前年
から0.15ポイント増加し、全国30位となっている。

有効求人倍率：１人あたりの求職者に対して、どれだけの求
人数があるかを示す指標で、有効求人数を有効求職者数
で除した率。

新規求人倍率：新規求人数を新規求職申込件数で除した
率。

参
　
考

摘
　
要
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４３．完全失業率 －平成27年－　

都道府県 指標値（％） 順位

47 沖 縄 県 5.1 1
02 青 森 県 4.5 2
27 大 阪 府 4.2 3
40 福 岡 県 4.2 3
04 宮 城 県 3.8 5
05 秋 田 県 3.8 5
28 兵 庫 県 3.7 7
13 東 京 都 3.6 8
43 熊 本 県 3.6 8
46 鹿 児 島 県 3.6 8
01 北 海 道 3.4 11
08 茨 城 県 3.4 11
29 奈 良 県 3.4 11
14 神 奈 川 県 3.3 14
26 京 都 府 3.3 14
09 栃 木 県 3.2 16
11 埼 玉 県 3.2 16
42 長 崎 県 3.2 16
45 宮 崎 県 3.2 16
03 岩 手 県 3.1 20
07 福 島 県 3.1 20
12 千 葉 県 3.0 22
19 山 梨 県 3.0 22
33 岡 山 県 3.0 22
34 広 島 県 3.0 22
36 徳 島 県 3.0 22
39 高 知 県 3.0 22
41 佐 賀 県 3.0 22
15 新 潟 県 2.9 29
37 香 川 県 2.9 29
44 大 分 県 2.9 29
06 山 形 県 2.8 32
35 山 口 県 2.8 32
38 愛 媛 県 2.8 32
10 群 馬 県 2.7 35
22 静 岡 県 2.7 35
31 鳥 取 県 2.7 35
20 長 野 県 2.6 38
32 島 根 県 2.6 38
17 石 川 県 2.5 40
23 愛 知 県 2.5 40
30 和 歌 山 県 2.5 40
21 岐 阜 県 2.4 43
16 富 山 県 2.3 44
24 三 重 県 2.2 45
25 滋 賀 県 2.2 45
18 福 井 県 1.9 47

全 国 3.4 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成27年） 　 （千人）

大分県 全国

完全失業者数 17 2,220

注）完全失業者数（千人）はモデル推計値である。

○ 資料出所：総務省「労働力調査年報」

○ 調査期日：平成27年

○ 調査周期：毎年

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成27年の完全失業率は2.9％で、前年か
ら0.4ポイント減少し、全国29位となっている。

完全失業率：労働力人口（就業者と完全失業者の合計）に
占める完全失業者の割合。完全失業者とは現在仕事をして
おらず、仕事があればすぐにつくことができ、仕事を探す活
動をしていた人をいう。

参
　
考

摘
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４４．月平均総実労働時間数（労働者１人あたり） －平成26年－　

都道府県 指標値（時間） 順位

06 山 形 県 160.6 1
03 岩 手 県 157.7 2
07 福 島 県 157.3 3
33 岡 山 県 157.0 4
08 茨 城 県 156.4 5
41 佐 賀 県 156.4 5
36 徳 島 県 156.2 7
32 島 根 県 155.7 8
18 福 井 県 155.5 9
15 新 潟 県 155.0 10
43 熊 本 県 155.0 10
02 青 森 県 154.7 12
10 群 馬 県 154.6 13
09 栃 木 県 154.3 14
44 大 分 県 154.3 14
39 高 知 県 154.0 16
05 秋 田 県 153.9 17
35 山 口 県 153.4 18
38 愛 媛 県 153.3 19
40 福 岡 県 153.3 19
37 香 川 県 153.2 21
16 富 山 県 153.1 22
04 宮 城 県 153.0 23
24 三 重 県 153.0 23
20 長 野 県 152.8 25
19 山 梨 県 152.6 26
45 宮 崎 県 152.3 27
46 鹿 児 島 県 152.1 28
22 静 岡 県 151.5 29
23 愛 知 県 151.2 30
21 岐 阜 県 150.8 31
42 長 崎 県 150.7 32
17 石 川 県 150.6 33
31 鳥 取 県 150.6 33
47 沖 縄 県 150.5 35
34 広 島 県 150.3 36
13 東 京 都 149.9 37
01 北 海 道 149.3 38
25 滋 賀 県 148.0 39
27 大 阪 府 147.1 40
28 兵 庫 県 146.2 41
30 和 歌 山 県 145.8 42
26 京 都 府 142.2 43
14 神 奈 川 県 142.0 44
29 奈 良 県 141.7 45
11 埼 玉 県 141.1 46
12 千 葉 県 139.5 47

全 国 149.0 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （時間）

大分県 全国

○ 参考指標（平成26年）

月平均所定外労働時間 10.9 時間（38位）

○ 資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方調査）」

○ 調査期日：平成26年

○ 調査周期：毎年

○

注）事業所規模30人以上についての集計である。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年の月平均総実労働時間数（労働者
１人あたり）は154.3時間で、前年から0.5時間増加
し、全国14位となっている。

月平均総実労働時間数
（労働者１人あたり）

154.3 149.0

総実労働時間数：所定内労働時間（事業所就業規則で定
められた始業時刻と終業時刻との間の休憩時間を除いた実
労働時間）と所定外労働時間（早出、残業、休日出勤等に
より行った実労働時間）との合計。

参
　
考

摘
　
要
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４５．月平均現金給与総額（労働者１人あたり） －平成26年－　

都道府県 指標値（円） 順位

13 東 京 都 468,699 1
23 愛 知 県 383,664 2
27 大 阪 府 382,055 3
14 神 奈 川 県 369,633 4
24 三 重 県 355,429 5
09 栃 木 県 354,340 6
08 茨 城 県 347,274 7
22 静 岡 県 346,530 8
28 兵 庫 県 345,886 9
33 岡 山 県 343,316 10
40 福 岡 県 340,481 11
25 滋 賀 県 339,861 12
36 徳 島 県 339,028 13
34 広 島 県 338,373 14
35 山 口 県 337,808 15
16 富 山 県 336,118 16
04 宮 城 県 334,218 17
10 群 馬 県 332,571 18
07 福 島 県 328,883 19
18 福 井 県 328,332 20
20 長 野 県 327,600 21
39 高 知 県 326,810 22
15 新 潟 県 325,043 23
37 香 川 県 324,634 24
19 山 梨 県 324,120 25
17 石 川 県 323,978 26
26 京 都 府 321,037 27
21 岐 阜 県 319,800 28
12 千 葉 県 318,215 29
30 和 歌 山 県 316,881 30
43 熊 本 県 314,460 31
32 島 根 県 311,560 32
44 大 分 県 311,068 33
11 埼 玉 県 310,110 34
38 愛 媛 県 308,657 35
29 奈 良 県 305,549 36
31 鳥 取 県 302,084 37
03 岩 手 県 298,722 38
01 北 海 道 297,566 39
06 山 形 県 294,155 40
41 佐 賀 県 292,847 41
05 秋 田 県 291,363 42
42 長 崎 県 286,197 43
46 鹿 児 島 県 278,074 44
45 宮 崎 県 273,927 45
47 沖 縄 県 268,801 46
02 青 森 県 267,408 47

全 国 363,338 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年） 　 （円）

大分県 全国

○ 資料出所：厚生労働省「毎月勤労統計調査（地方調査）」

○ 調査期日：平成26年

○ 調査周期：毎年

○

注）事業所規模30人以上についての集計である。

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年の月平均現金給与総額（労働者１
人あたり）は311,068円で、前年から10,344円増加
し、全国33位となっている。

月平均現金給与総額（労
働者１人あたり） 311,068 363,338

月平均現金給与総額：基本給、残業代、賞与などを合わせ
た1人当たりの現金給与総額の月平均。

参
　
考

摘
　
要
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４６．歳出決算総額（人口１人あたり） －平成26年度－　

都道府県 指標値（千円） 順位

07 福 島 県 987.33 1
03 岩 手 県 759.43 2
32 島 根 県 743.99 3
36 徳 島 県 622.81 4
15 新 潟 県 604.02 5
05 秋 田 県 602.05 6
31 鳥 取 県 595.00 7
39 高 知 県 583.97 8
18 福 井 県 562.58 9
19 山 梨 県 560.78 10
30 和 歌 山 県 557.69 11
04 宮 城 県 555.92 12
02 青 森 県 520.56 13
41 佐 賀 県 511.67 14
45 宮 崎 県 508.18 15
47 沖 縄 県 508.18 16
06 山 形 県 502.79 17
13 東 京 都 489.47 18
16 富 山 県 486.53 19
42 長 崎 県 482.33 20
44 大 分 県 471.10 21
35 山 口 県 459.96 22
17 石 川 県 457.10 23
46 鹿 児 島 県 453.73 24
01 北 海 道 442.76 25
38 愛 媛 県 431.59 26
37 香 川 県 426.84 27
43 熊 本 県 420.68 28
20 長 野 県 392.45 29
08 茨 城 県 380.14 30
09 栃 木 県 375.98 31
10 群 馬 県 370.37 32
21 岐 阜 県 364.92 33
26 京 都 府 361.48 34
28 兵 庫 県 360.41 35
24 三 重 県 360.25 36
33 岡 山 県 358.98 37
25 滋 賀 県 353.57 38
29 奈 良 県 347.57 39
34 広 島 県 321.17 40
40 福 岡 県 316.44 41
27 大 阪 府 316.27 42
22 静 岡 県 309.78 43
23 愛 知 県 301.48 44
12 千 葉 県 263.18 45
11 埼 玉 県 235.73 46
14 神 奈 川 県 214.39 47

全 国 395.14 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年度） 　 （千円）

大分県 全国

歳出決算総額 551,656,474 50,215,443,111

○ 参考指標（平成26年度） 

歳入決算総額（人口1人あたり） 485.86 千円（21位）

○ 資料出所：総務省「都道府県決算状況調」

○ 調査期日：平成26年度

○ 調査周期：毎年度

○ 歳出決算総額：年度中の支出の総額

○ 歳入決算総額：年度中の収入の総額

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

参
　
考

　大分県の平成26年度の歳出決算総額（人口１人あた
り）は471.10千円で、前年度から20,630円減少し、全
国21位となっている。
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４７．財政力指数 －平成26年度－　

都道府県 指標値 順位

13 東 京 都 0.92532 1
23 愛 知 県 0.92083 2
14 神 奈 川 県 0.91658 3
12 千 葉 県 0.76447 4
11 埼 玉 県 0.75502 5
27 大 阪 府 0.73756 6
22 静 岡 県 0.69084 7
08 茨 城 県 0.61857 8
28 兵 庫 県 0.60401 9
40 福 岡 県 0.59582 10
09 栃 木 県 0.59446 11
10 群 馬 県 0.57485 12
34 広 島 県 0.56622 13
24 三 重 県 0.56076 14
04 宮 城 県 0.55892 15
26 京 都 府 0.55279 16
25 滋 賀 県 0.52855 17
21 岐 阜 県 0.50989 18
33 岡 山 県 0.48433 19
07 福 島 県 0.46882 20
20 長 野 県 0.45392 21
17 石 川 県 0.44606 22
37 香 川 県 0.44256 23
16 富 山 県 0.43744 24
15 新 潟 県 0.41310 25
35 山 口 県 0.40867 26
29 奈 良 県 0.40097 27
01 北 海 道 0.39798 28
38 愛 媛 県 0.39632 29
19 山 梨 県 0.37247 30
18 福 井 県 0.36929 31
43 熊 本 県 0.36900 32
44 大 分 県 0.34272 33
06 山 形 県 0.32444 34
03 岩 手 県 0.31846 35
02 青 森 県 0.31666 36
41 佐 賀 県 0.31223 37
30 和 歌 山 県 0.30657 38
46 鹿 児 島 県 0.30598 39
45 宮 崎 県 0.30427 40
42 長 崎 県 0.30082 41
36 徳 島 県 0.29953 42
47 沖 縄 県 0.29618 43
05 秋 田 県 0.28017 44
31 鳥 取 県 0.24297 45
39 高 知 県 0.23299 46
32 島 根 県 0.22864 47

全 国 平 均 0.47338 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年度） 　

大分県 全国平均

財政力指数 0.34272 0.47338

○ 参考指標（平成26年度） 

地方債現在高割合 191.0 ％（33位）

実質公債費比率 14.4 ％（23位）

将来負担比率 165.7 ％（34位）

○ 資料出所：総務省「都道府県決算状況調」

○ 調査期日：平成26年度 ○ 調査周期：毎年度

○

○

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指標で、基準
財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去3
年の平均値。指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政
力が強いことになる。

　大分県の平成26年度の財政力指数は0.34272で、前年度
から0.00544増加し、全国33位となっている。

地方債現在高割合：将来、償還すべき地方債現在高の標
準財政規模に対する割合。

将来負担比率：自治体が将来支払う可能性がある負債の一
般会計に対する比率。

参
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摘
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４８．経常収支比率 －平成26年度－　

都道府県 指標値（％） 順位

27 大 阪 府 99.9 1
04 宮 城 県 98.6 2
03 岩 手 県 97.6 3
46 鹿 児 島 県 97.1 4
42 長 崎 県 96.9 5
07 福 島 県 96.7 6
01 北 海 道 96.4 7
28 兵 庫 県 96.0 8
02 青 森 県 95.8 9
24 三 重 県 95.8 9
40 福 岡 県 95.5 11
37 香 川 県 94.8 12
11 埼 玉 県 94.6 13
39 高 知 県 94.5 14
26 京 都 府 94.3 15
43 熊 本 県 94.2 16
35 山 口 県 94.1 17
15 新 潟 県 94.0 18
10 群 馬 県 93.7 19
16 富 山 県 93.7 19
06 山 形 県 93.5 21
47 沖 縄 県 93.5 21
19 山 梨 県 93.4 23
23 愛 知 県 93.4 23
14 神 奈 川 県 93.3 25
44 大 分 県 93.2 26
09 栃 木 県 93.0 27
25 滋 賀 県 92.9 28
17 石 川 県 92.8 29
36 徳 島 県 92.8 29
12 千 葉 県 92.7 31
33 岡 山 県 92.7 31
21 岐 阜 県 92.5 33
30 和 歌 山 県 92.2 34
18 福 井 県 92.1 35
20 長 野 県 92.1 35
29 奈 良 県 92.0 37
41 佐 賀 県 91.6 38
05 秋 田 県 91.2 39
34 広 島 県 91.2 39
22 静 岡 県 91.0 41
45 宮 崎 県 91.0 41
32 島 根 県 90.5 43
08 茨 城 県 90.4 44
31 鳥 取 県 89.3 45
38 愛 媛 県 89.3 45
13 東 京 都 84.8 47

全 国 平 均 93.0 －

○ 概　要

○ 基礎データ（平成26年度） 　 （％）

大分県 全国平均

経常収支比率 93.2 93.0

○ 資料出所：総務省「都道府県決算状況調」

○ 調査期日：平成26年度

○ 調査周期：毎年度

○

＊　順位は数値の大きい方からつけています。

大
分
県
の
推
移

　大分県の平成26年度の経常収支比率は93.2％で、前
年度から0.7ポイント増加し、全国26位となってい
る。参

　
考

摘
　
要

経常収支比率：自治体が自由に使えるお金のうち、人件
費、生活保護費、借金の返済に充てる公債費など、避けら
れない必要経費が占める割合。値が低いほど独自の政策
のために使えるお金が多いことを示す。財政の弾力性を測
る指標である。
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